
                                        

令和６年能登半島地震による土砂災害を踏まえた緊急提言 
 
令和６年元日に最大震度７を記録するなどかつてない激甚な地震災害に見舞われた能登半島で

は、１月 31 日午後２時現在で死者 238 人、負傷者 1,526 人（消防庁調べ）、安否不明の方は 19

人 （１月 23 日午後２時現在、石川県公表）となっており、日を追うごとにその惨状が明らかになっ

ております。犠牲になられた方々に心よりお悔やみを、そして被災された方々にお見舞いを申し上

げ、被災地域の一日も早い復旧・復興を願うものであります。 

 土砂災害により家屋のみならず道路等の公共施設にも甚大な被害をもたらし、人命救助、捜索活

動、生活支援や復旧活動を困難にしている。また、斜面が崩壊した土砂によって、河道が閉塞した

河川が多数見られる等、今後の余震や豪雨により激甚な二次災害が危惧されている。 

 能登半島周辺では３年前から群発地震が発生し、令和４年６月に震度６弱、令和５年５月に震度６

強の地震に続き、今回の激甚な地震となっており、政府の地震調査委員会は、今後も地震活動は

当分続くと指摘している。 

このため、一般社団法人全国治水砂防協会は、今後の対策に向け、以下の緊急提言を行う。 

    

1.  二次災害の防止 

国及び関係県は、被災地で今後予想される土砂崩壊の拡大等による二次災害を防止するた

め、砂防災害関連緊急事業等により施設整備を緊急的かつ積極的に実施すること。また、国は、

土砂災害に関する調査結果を被災市町村に説明する等、市町村を最大限支援し警戒避難体制

等の強化に万全を期すること。 

 

2.  国による災害対策の強化 

土砂災害の激甚さ及び被害の大きさに鑑みて、石川県輪島市市ノ瀬地区等において、国自ら

が土砂災害対策を行う等先頭に立って積極的に役割を果たすこと。併せて、今後の地震による

土砂災害対応がより効率的・効果的に行えるよう、デジタル技術等の新技術の開発活用を含め、

調査・研究を積極的に推進すること。また、これらを実現するためにも、土砂災害の専門職員及

び整備局職員等の人員の確保・増員を図ること。 

 

3.  被災地ならびに全国の土砂災害対策の強力な推進 

国及び関係県は、予備費の活用等あらゆる予算を活用して、被災地の緊急対策を講じること。

また、地域の社会・経済活動を支える基本的なインフラやネットワークの保全を図ること。さらに、

国及び都道府県は砂防関係事業の予算を確保し、砂防関係施設の整備を強力に推進すること。 

     

 以上、緊急提言する。 

 

 

      令和６年１月 31 日 

 

一般社団法人 全国治水砂防協会 

会 長   森山        
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令和６年能登半島地震（最大震度７）による土砂災害発生状況

わじまし くまのまち

①石川県輪島市熊野町

わじまし いちのせまち

②石川県輪島市市ノ瀬町

土砂災害発生件数
（令和6年1月31日13時00分時点）

２３０件
※1

【被害状況】
家屋被害：全壊 ：43戸

半壊 ：11戸
一部損壊 ：13戸

※これは速報値であり、今後数値等が変わる可能性があります。

※1：都道府県から土砂災害発生箇所として報告された件数

すずし にえまち

③石川県珠洲市仁江町 【道の駅すず塩田村の西側】

ほうすぐんあなみずまちかわじま

④石川県鳳珠郡穴水町川島

石川県 ２００件
新潟県 １７件
富山県 １３件

最前線で災害調査等の支援活動にあたるTEC-FORCE隊員
○国土技術政策総合研究所及び土木研究所の職員によるヘリコプター、現地調査（輪島市）状況と石川県への説明

○地方整備局の職員による土砂崩落状況調査

（資料提供：国土交通省砂防部）

一般社団法人 全国治水砂防協会
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うち市町村正会員数1404。全国市町村の8割以上が加入

（石川県穴水町） （石川県能登町） （石川県輪島市）復旧工法検討(３次元モデル作成)

凡例
：土砂災害発生箇所（石川県）

（いずれも土砂災害による被害と判明した箇所のみ）


